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本誌 2019 年 3/4 月号のコラムではアメリカの

大学生の就職活動の様子を取り上げた。その中

で，アメリカの雇用形態が日本のそれと制度的に

異なる 3つの大きな理由を説明した。第一に，日

本の従来の年功序列式の縦割りの雇用体制と異な

り，アメリカの専門技能・業務知識に基づいた横

割りの雇用体制が大きく影響している。第二に，

アメリカの大学の入学時期が，日本のように春だ

けでなく，秋学期，春学期，そして夏学期と年に

3 回あるため，卒業式も秋，春，夏学期と年に 3

回ある。その為，アメリカでは企業の雇用も年中

通して行われている。第三に，学生が仕事を探す

ことはまったく学生個人に委ねられている為，ア

メリカでは日本よりも遥かにリクルーターとの個

人レベルでのネットワーキングが大切になる。こ

こで大きな影響力となるのが学生の親の経済力の

差である。一般に富裕層の親はそれなりに上層社

会の間での人間関係，つまりネットワークを持っ

ている為，そのような親を持つ学生は親のネット

ワークを利用して雇用の機会を見つけやすいとい

う現実がある。今回は，そのような制度的に異な

る環境の中で，アメリカ企業が大学卒業生を採用

する際，どのような選抜方法を取っているか，そ

して日本企業の選別方式と基本的にどの様な違い

があるかに関して記してみたい。

最初に言えることは，日本では日本経済団体連

合会による企業の「採用選考に関する指針」があ

り，2017 年以降は選考開始が基本的には 6 月か

らという暗黙のルールがあるが，アメリカにはこ

のような定期的な新卒採用のスケジュールはな

い。とは言っても，アメリカでは春学期（5 月

〜6 月）に卒業する大学生が大多数なため，実質

的には社員採用サイクルの様なものがあることは

米国の大学生も承知している。その典型的なの

が，大学 3 年から 4 年生になる間の夏（6 月〜8

月）に経験するサマー・インターンシップという

ものである。企業側も学生側も実際の仕事を経験

することによって，企業としては学生の能力，適

正度を前もって評価でき，また学生としては本当

に従事したい仕事かどうかコミットメントなしに

経験できる。夏学期のインターンシップは，普通

の仕事として会社から（多少の）俸給が出る場合

と出ない場合がある。俸給が出ない場合は，一般

的に大学側は，夏学期の 3単位の授業（インデペ

ンデント・スタディと呼ばれている）として公に

認めていることが多い。このサマー・インターン

シップの学生の選抜には，一般的に学生の履歴書

（大学の評判，大学の成績，ボランティア活動を

含めた課外活動が大切な指標）と大学の先生から

の推薦状などが考慮される。時には，電話やイン

ターネット上で個人インタビューも行われること

もある。その上に親や知人のネットワーキングを

利用し，インターンシップを受け入れてくれる会

社を探せる学生は有利である。その様な特権を

持っていない学生（特にマイノリティの学生）の

ために，企業が共同で優秀なマイノリティの学生

にインターンシップを提供することもある。その

代表的なものに，アメリカを代表する宣伝広告会

社数社が中心になって立ち上げたMAIP（Multi-

cultural Advertising Intern Program）というプ

ログラムがある。

ある調査によると，なんと 95％の雇用主が，

学生のインターンシップ経験が雇用に至る大きな

要因だと答えている。また俸給のあるインターン

シップを経験した学生の 63％が卒業後の仕事を

提供され（学生がそれを受け入れるかどうかは別

だが），俸給のないインターンシップを経験した

学生の場合はその割合が 37％であるという統計

も出ている。俸給のあるインターンシップを提供

する企業の方が学生の採用をもっと真剣に考えて
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いるようだ。いずれにしても，米国の学生にとっ

てサマー・インターンシップの大切さが一目で理

解できる。つまり米国企業では，学生のインター

ンシップの経験が最も大切な選抜，採用方法であ

る。日本企業にはまだあまり馴染みのない方法で

ある。

第二に言えることは，日本企業の人事選考方法

には，順番として「書類選考」，「筆記試験」，「適

性検査」，「面接試験」などがあり，これらの選考

で求める基準に達した学生に対して内定を出すこ

とになる。日本企業の「筆記試験」は「学力」，

「一般常識」，「専門試験」からなっており，丁度，

大学入学試験と一般常識試験を併せたようなもの

である。米国企業の場合，例外もあるが（後に説

明），書類選考のあとに筆記試験は一般に行われ

ていない。その理由はいくつかあるのだろうが，

私の私見だが，大学受験に使われる SATや ACT

等の統一記述試験の点数が人種によってかなり違

いがあり，それを考慮しなければならないという

面倒な点があるので，企業側が筆記試験を避けて

いるようにも見える。そのかわり，日本企業より

も米国企業の方が学歴主義というか，どの大学を

卒業したかが重要視されているようにも見える。

この点に関しては以前のコラムで記したが，アメ

リカで大学のランキングが重視されるのは，主な

企業が求人先をトップ何十とかにランクされた大

学だけに絞り込んでいるからである。そして米国

企業は，諸々の大学にその大学を卒業した社員を

リクルーターとして派遣することが多く，そのリ

クルーターによるインタビューが日本の「面接試

験」に当たる。そのインタビューを通して，学生

の表現力，専門知識，適正度等を評価するのが普

通だ。そのインタビューだけで採用結果が出るこ

ともあり，また企業によっては，インタビューで

優秀と認められた学生が更に企業の本社に一度か

二度招待され，専門知識のある社員ないし専門職

の管理層の人事と更にハイレベルのインタビュー

をすることもある。また最近では，バーチャルリ

アリティ（VR）の技術を利用し，学生がVRヘッ

ドセットを着用し，非常に現実的なチームワーク

の仕事環境の雰囲気を作り出し，その中で技術的

な面から人間関係の面まで評価できるようなシス

テムも使われ始めている。つまり，米国企業はイ

ンタビューやVRを通して学生の専門知識ばかり

でなく人間性も評価するという，日本企業の客観

的な筆記試験よりももっと主観的なインプットを

評価し採用決定に使用している。勿論，グーグル

やフェイスブックのようなハイテック企業では特

定のソフトウェアの知識が十分にあるかどうか

「筆記試験」をする会社もあるが，どちらかと言

えば例外である。

第三に言えることは，米国企業は，適正の把握

のために，配属部門との適合性はあるか，興味や

関心がどの方向を向いているか，人種関係，性的

マイノリティ（LGBT）に対する態度などを測定

するための適正検査が各種利用されている。これ

は基本的に日本企業と同様だが，多様多種人国で

あるアメリカならではの社会の複雑さも隠しきれ

ない。
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